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ア ル ウァ レス裁 タ1官 の 反 対 意 見(1)

桑 原 輝 路

1

ほ　
チ リの 国 際 法 学 者 ア レ ハ ン ド ロ ・ ア ル ヴ ァレ ス(AlejandroAlvarez)は

r2)●

い うま で もな く 「新 国 際 法 」(DroitInternationalNouveau)の 首 唱 者 と し て

著 名で ある。 アルヴ ァレス は1946年2月6日 に国 際 司法 裁判 所 の裁 判 官 に 選挙

され,1955年2月5日 に その 任 期 をお えた 。 この 間,一 二 の判 決 と八 つの 勧 告的

=意見に関与し,三 つの判決 と四つの勧告的意見において反対意 見を,ま た三つ
ビきラ

の判決 と二つの勧告的意見において同意意見を述べ ている。アルヴ ァレスは 「
ぐか

国 際司法裁判所の裁判官 として彼の理論をテス トする機会をもった」わけであ

る 。

(1)ア ル ヴ ァレス の 経 歴,業 蹟,学 説 等 につ い て はA.deLaPradelle,Maitreset

DoctrinesduDroitdesGens,2e6dition,1950,p。423-440 .

く2)ア ル ヴ ァレ ス に は1900年 チ リに お い て 出 版 され た最 初 の 著 作 「政 治 お よ び 法 研 究

の改 革 」(Reformadelosestudiospoliticosyjuridicos)以 来,百 余 の 著 書 が あ

るが 最 も新 しい もの と して は,昨 年 パ リに お い て 出版 され た 「現 代 人 民 生 活 との 関

連 に お け る新 国 際 法 」(LeDroitInternationalNouveaudanssesrapPortsav㏄

1avieactuelledespeuples,636P.,1959.)の 大 著 が あ る。RevueG6n6ralede

DroitInternatlonalPublic,1959,No3,P.573--577に デ ュピ.ユイ(JeanDupuy)

に よ る同 書 の 詳 細 な紹 介 が あ る(な お,デ ュピュィ教 授 は1958年 パ リ大 学 高 等 国 際 研

究 学 院 に お い てLesprincipesfondamentauxdudroitinternationaldansla

doctrinedeM.AlejandroAlvarez題 し とて 講 義 をお こな って い る)。 な お,国 際

法 外 交 雑 誌58巻5号103-108頁 に同 書 の 簡 単 な 紹 介 をお こな つ た 。

(3)WilliamSamore,TheNewInternationalLawofAlejandroAlvarez,l

AmericanJournalofInternationalLaw,VoL52,No.1.P.41.

新 国 際 法 論 を展 開 した もの と して と くに 重 要 とお もわ れ るの は,こ こに と りあ げ

る国 連 加 入 に 関 す る総 会 の 権 限 に つ い て の1950年3月3日 の 国 際 司 法 裁 判 所 の 勧 告 的

意 見 に 際 して述 べ られ た反 対 意 見 の ほ か に,国 連 加 入 に 関 す る1948年5月28日 の 勧

告 的 意 見 に 際 して 述 べ られ た 個 人 的 意 見,コ ル フ海 峡 事 件 に 関 す る1949年4月9日 の

判 決 に際 して 述 べ られ た 個 人 的意 見,南 西 ア フ リカの 国 際 的 地 位 に 関 す る1950年7

月11日 の 勧 告 的 意 見 に際 して 述 べ られ た 反 対 意 見 等 が あ る。

(4)W.Samore,ibid.,A.J.1.L.Vol.52,No。1,1,P.41.
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ここでは 「国際連合への国家の加入に対する総会の権限」についての国際司1

法裁判所の1950年3月3日 の勧告的意見に際して述べ られたアルヴ ァレスの反

対意見を通して,彼 の新国際法論の具体的事項への適用の一例を考察しナこい と

お もう。従ってここでの考察の申心は国連加入問題ではなく,ひ とつの具体的1

事項に関連 して述べ られたアルヴ ァレスの新国際法論である。

2

アル ヴ ァレスの反対意 見 を述べ るまえに,1950年3月3日 の国 際 司法裁 響

所 の勧 告的 意 見 は,い か な る問題 に つ い て求 め られ た もので あ り,ま た そ の意

見 は い か な る もので あ ったか につい て一言 してお く必要が ある。

1950年3月3日 の勧 告的 意 見 は,1949年11月22日 の総 会 決議 に よ り,国 際

連 合加 入問 題 にお け る総 会 の 権限を明確 にす るた めに,総 会 に よ っ て求 め られ

た ものである。すなわち総会は 「候 補国が所要多数をえ られなかったために,

また一常任理事国がその国の加入を勧告す る決議に反対投票 したために,安 全

保障理事会がその国の加入を勧告しなかった ときは,憲 章第4条2項 によ り総

会の決定でその国は国際連合のメンバーとして加入を認められることができる
(i♪(2,

か」 とい う問題について国際司法裁判所の勧告的意見 を求 めた。

(1)COURINTERNATIONALEDEJUSTICE,RecueildesArrets,Avis

ConsultatifsetOrdonnances,Comp6tencedePAssembl6eG6n6ralepour

1'Admissiond'unEtatauxNationsUnies,AVISCONSULTATIFDU3

MARS1950,p.5.

(2)こ れ は国 連加入 の手続 を規定 す る憲章第4条2項 の解 釈 に関 して 総 会が国際 司法

裁 判所 に勧 告的意見 を求 めた もので あ るが,そ れ よ りまえに総 会 は,加 入条件 を規、

定す る第4条1項 の解 釈 に関 して も勧告的意 見 を求 めてい る。

国連 加入の第一 段階で あ る安 全保障理 会の勧告段階 にお いて,ソ 連 は しば しば拒

否権 を行使 し,総 会 の不 満 をか っていた。 そ して その よ うな ソ連の 行動 は憲章第4条

1項 に明記 され てい る 規準 とは別 個の全 く無 関係な考 慮 に もとつい てな されてい る

よ うにお もわれ た。 そ こで総 会は,第4条1項 に規定 され てい る条 件以外 の条件 に

かか わ らせて あ る国の国連加 入 に同意す るこ とがで きるか,と い う問題 につ いて国

際 司法裁判 所の勧告 的意見 を求 める ことに した(1948年1月17日 決議)。 それ に対 し

て裁判 所 は,1948年5月28日 の勧告 的意見 におい て,国 連加盟 国は第4条1項 に晦

文 を もって規 定 されてい ない条 件 にか かわ らせ てあ る国 の 加入 に同意 す る こ とは許

されず,と くに同条項 に掲 げてあ る条 件 がその国に よ って充足 されて い る ことを承

認 しなが ら,そ の賛成投票 をその 国 とと もに他 の国 を国連 に加入 させ る とい う追 加

条 件 に従 わせ るこ とはで きない とい う否定 的な意 見 を述べ た。 柴
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それに対 して裁判所は,一 二対二を もって,候 補国が所要多数をえられなか

ったために,ま た一常任理事国の反対投票のために安全保障理事会が加入の勧

告をしなかった ときは,「 憲章第4条2項 によ り総会の決定で,そ の国は国際
(且)(2)

連合のメンバーとして加入を認め られえない」 と否定的な意見を表明した。

アル ヴ ァレス とアズ ェヴ=ド ウ(Azevedo)の 二 人 の裁 判 官が 反 対 意 見 を
しわ

述べ たが,っ ぎ に アル ヴ ァレスの反 対 意 見 を紹介 しよ う。

菅 この よ うな裁判 所の勧告 的意 見 に もか かわ らず ,ま た国連加 入につ いて投票 権 を

行使 す るにあ たっては,加 盟 国は この勧告 的意見 に従 って行 動すべ きで ある との総 会

の勧告(1948年12月8日 決 議)に もかかわ らず,ソ 連 は態度 を改 めなか ノた。 そ して

1949年9月13日 安全保 障理 事 会にお けるオース トリァ,セ イ ロン等 九 力国 の加 入 申

請の再 審議 に際 し,一 一理 事国の うち九理事 国までが支持 した もか かわ らず,ソ 連

の連続拒 否権 にあ って それ らの諸国 が失格 す るに及 んで,上 述 の1949年11月22日 の

総 会決議 とな り,そ れ に対 す る1950年3月3日 の勧告的意 見 とな フた のであ る。

(1)C.1.J.ibid.,P.10.

(2)勧 告 的意 見の この よ うな結 論 に先 立.て,い くつかの理 由が述べ られて い るe

す なわ ち裁判所 は,第4条2項 は 「その 自然 かっ通 常の意 味」 を確 かめ るの に,な

ん らの困難 もみいだ されない全 く疑 問の余地 のない 明 白な規 定で あ る として次 の よ

うに述べ てい る。第4条2項 に よれば,加 入が実 現 され るためには,安 全保 障理事

会 の 「勧告 」 と総 会の 「決定 」 とい う二 つの ことが要求 され るわ けであ ・て,勧 告

が決定 に先 行す べ きことは理 の当 然であ る。 「勧 告」(r㏄ommendation)と その まえ

の 「基 いて」(sur,upon)の 語 には勧 告が加入決定 の基礎 とな るとい う,す な わ ち

決 定 は勧 告に依拠 す る もので あ るとい う意味 が含 まれ てい る。 これ ら二 っ の 行 為

は,第4条2項 に もとつ く国際連 合 によ る判 断 を成立 させ るため には不可 欠 の もの

で る。第4条2項 の意味 す る ところは,加 入 は安 全保 障理 事会 の勧 告に もとつ いて

の み総会 に よ,て 決定 され うるとい うことであ る。 す なわ ち加入 が実現 され るため

には二つの機 関の協同行為 が要求 され るの であ って,同 条項 はそれ ら二つ の機 関 そ

れ ぞれの役 割 を定 めてい る もので あ る。 換言す れば,安 全保 障理事 会の勧告 は,総

会の決定一 それ に よ って加入が 行われ る一 の 前 提 条 件 で あ る(C.1.J.ibid.,

P.7-8.)。

裁判所 は第4条2項 の解釈 につ いて この よ うに述 べ るの であ るが,こ の結 論 の正

当 さをまた他 の 面,す な わ ち憲 章上の調 和(1'6comiedelaCharte),と りわけ憲

章 が総 会 と安全保 障理事 会 との 間に設 定 した関係 とい う面 か ら も立証 してい る。 そ

して安全保 障理 事会の勧 告な くしてあ る国 を メンバ ー として 加 入 させ る権 限 を総 会

に認 め る とい うこ とは,憲 章が安全保 障理 事会 に委 ねてい る重要 な ひ とつ の権 限 を

安全保障理 事 会か ら奪 うζ とにな るだ ろ うし,ま た国際連 合 の本 質的な機能 の一 つ

の行使 のなか にお ける安全保 障理 事会の役 割 を殆 ん ど減殺す るこ とにな るで あ ろ う

と述 べ てい る(C.1.J.ibid.,P.8-9)。

なお,こ の よ うな国連加 入問題 が提起 され た事 情,背 景,裁 判 所の意 見,そ の効

果,影 響等 につい ての詳 細 は,

皆川洗 「国連加 入 問題 に関す る国際司法 裁判 所の勧告 的意見 につい て」 国際 法外

交雑誌50巻2号1-27頁 。

(3)C.LJ.ibid.,P.12-21.
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5

アルヴ ァレスは総会の役割を積極的なもの とみ,国 連加入に関し,候 補国

が安全保障理事会において所要票数はえられたに もかかわ らず,一 常任理事国

の拒否権にあったために,安 全保障理事会がその国の加入の勧告をなさなかっ

た場合には,総 会はその拒否権を鑑定し,拒 否権の行使に濫用が あったか どう

かについて判断を下す ことがで きると述べてい る。そして拒否権の濫用が あっ

た場合には,総 会は安全保障理事会の勧告なしに加入の承認を決定することが

で きるとい う意見を表明している。 これが彼の反対意見の結論で あるが,こ の

よ うな結論はどのような論拠 によって導かれた ものであろ うか。

アルヴ ァレスは反対意見の冒頭において,1949年11月22日 に総会が国際司

法裁判所に勧告的意見を要請 した問題は,い わゆ る 「拒否権」に関する問題で

あ り,従 って国際連合憲章の解釈に関する問題であるか ら,国 際法におけるひ

とつの新 しい事項 に関するものである,従 ってそのよ うな問題は伝統的古典的

国際法の規動によって解決 さるべ きではな く,現 に形成 されつつあるところの

法,す なわち新国際法によって解決 さるべ きで あると述べ ている。そして国際

司法裁判所は現に存在するところの法を適用すべ きであることはい うまで もな

いが,そ の法自身が現在急速に発展しつつあ り,い わゆる新国際法が形成 され

つつある。また国際司法裁判所 は第三回国連総会の決議171号 によって,常 設

国際司法裁判所には認め られなかった ところのひ とつの任務,す なわち法を発

展 させ る任務,従 って法を創造する任務を認 められた。従って新しい局面をま

とってい る古い問題 について も,ま た全 く新 しい問題についても,裁 判所は伝

統的国際法によってではなく,現 に形成 されているところの,ま た裁判所が創

造 しうるところの国際法によって解決を与えなければな らない と主 張 して い

る。 このよ うな主張に関連して,と くに最近の社会的大動乱(第 ご 次世 界大

戦)を へて,人 民生活に急激な深層の変化が もた らされ,そ れによって新国際

法の急速な形成が促進 された こと,個 体主義的制度に基礎をお く伝統的国際法

と相互依存制度に基礎をお く新国際の相違点,ま た新国際法の性格および目的

等について極 く簡単にふれ られているが,彼 の唱える新国際法の一般論にっい
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て は概括 的 な展 望 に と どめ,問 題 を勧 告的意 見 の要 請 に直 接 関係の あ る四つの

事項 に限定 し,そ の お の お の につ い て新 国際 法 的主張 を展開 してい る。四つの

事項 とは,A.国 家 の権 利 の制 限B.国 家の 権 利 の行 使C.権 利 の濫 用

D .条 約 の解 釈,と くに 国際 機 構 を創 設 す る条約 の解釈の諸事項で ある。 以下

順 をおってみてい こう。

A.國 家 の 権 利 の 制 限

古典国際法において認め られていた絶対主権の観念は,今 日において もは

や認められない。国家の権利は一般利益,国 際社会の利益によって制限されな

ければならず,ま アこ国家の権利に濫用があったか どうか も一般利益,国 際社会

の利益にて らして決められなければならない。 もしも諸国がそ の権 利 を 自由

に,無 制限に行使 し うるとすれば,連 帯性,一 般利益,人 類の幸福等について

語る ことは無意味 となってしま うだろ う,従 って これ らの観念が意味をもつた

めには,諸 国の権利が制限に服するとい うことが不可欠 となると述べてい る。

国家の権利の制限をきめたひとつの例 として,世 界の平和および安全を保

障す るために必要 な限 りにおいて,原 子力管理 に関し,相 互主義の基礎の上に

諸国の主権的権利の行使の制限を約束することをすべ ての国に勧告した第4回

総会の決議をあげている。

B.國 家 の 権 利 の 行 使

国家の権利の行使には濫用があってはな らず,権 利の行使には一定の限界

があることが指摘 され,通 過の権利の例をあげ,通 過する国の天然資源,戦 略

基地,要 塞等の情報 をうるために この権利を利用すること,があるとすれば,そ

れは権利の濫用 とな りうると述べている。

C.権 利 の 濫 用

これはまえの二つの事項 と密接に関連が ある。若干の公法学者はすでに第

一次大戦以来
,こ の権利濫用の観念が国際法のなかにおいて も認めらるべ きで

あると主張 しているのであるが,今 日においては,人 民生活の新 しい諸条件の
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ゆえに,こ の観念は認 めらるべ きであるといい,ま た国際司法裁判所は この観

念を助成 していかなければならないと述べている。

権利濫用の観念を認めるとして,一 体だれがその有無を判断するのか。国

家の権利濫用を認定する最 も重要な機関として,安 全保障理事会,国 連総会お

よび国際司法裁判所の三つをあげている。その他それぞれの権限に属する事項

に関 して経済社会理事会,信 託統治理事会等,国 際連合によって創設 された他

の諸機関が あると述べている。

D.條 約の解釈,と くに國際機

構 を創設する條約の解釈

国際生活 における大 きなディナ ミス ムのゆえに,今 日では,国 際生活にほ

とん ど変化のなかった時代におけるとは異るように条約の解釈はなされなけれ

ばならない。条約の解釈は,諸 制度および法規則がっねに人民生活の新 しい諸

条件に調和するよ うになされなければならない。国内裁判所においては,現 代

生活の諸要求に適合するよ うに私法を解釈しているが,人 民生活のディナ ミス

ムが国内生活のそれよ りも一層大 きい国際的事項についての解釈に関しては,

なお さらそ うでなければな らない。国際生活においては,そ の大 きなディナ ミ

スムのゆえに,政 治が法を追い越す傾向にある。例へば連合国 とドイツとの間

には,ま だ平和条約は締結 されていないから,伝 統的国際法によるならば,両

者の間には戦争状態が依然 として存在 してい るといわなければならない。しか

しなが らそのような状態は うけいれ られない と人々は考えているし,ま たその

よ うな状態 をおわ らせ るべ き努力が なされている。

そ こで新 しい解釈の理論,技 術を うちたてなければならない と述べ,条 約解

釈の旧来の方法にみ られる四つの特色 と,今 後採用 さるべ き新 しい解釈方法の

特色 とを比較対照 して述べている。

まず旧来の解釈方法の特色 として次の四点が あげられる。

の

A.条 約 に区 別 を設 けず,す べ て の種 類 の 条 約 に同 じ解釈 規則 を適 用し

ていた。

B.い うな らば テキス トの 奴隷 で あっ た。 テキス トが 明瞭 な と きには,
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字 句 通 りに そ れ は 適 用 され ね ば な ら な か っ た 。 し か し そ れ が どの よ う な結

果 を 招 く こ と に な る カ)を 考 慮 す る こ と は な カ〉っ た 。

C.テ キ ス トが 曖 昧 な と きに は議 事 録(†.ravauxpr6paratoires)に7cよ

つ た 。

D.テ キ ス ト,と くに 条 約 の 解 釈 は い わ ば 不 変 で あ っ た 。 た と え 所 定

の 事 項 此 変 化が み られ た と して も,解 釈 に は い か な る変 更 も な さ れ な か っ

た 。

以上の四点と対比して,次 のような新 しい解釈方法の特色があげられる。

A)各 種の条約の間に区別を設けなければならない。犯罪人引渡条約のよ う

な普通の二国間の条約と政治条約とを同じ方法で解釈することはで きない。と

くに平和条約,国 際法の原則を制定する条約,お よび国際機構 とりわけ世界的

機構を創設する条約の三種は区別 されなければならない。 これ らの条約はいず

れ も政治的および心理的性格を もっている。

平和条約は実力によって課せ られるものであ り,ま た国際法の原則あるいは

国際機構を創設する条約は,そ れを編纂す る諸国によって作 られるもので,新

しい署名国はすでにで きあがっているものを単に うけいれるにすぎない。従っ

て これ ら三種の条約は字句通 りに解釈 さるべ きではなく,と くにそれ らの条約

が 追求 してい る目的を考慮しつつ解釈 されなければならない。

B)テ キス トの奴隷であってはな らない。 テキス トを生かし,国 際生活の新

しい諸条件にそれを調和させ るよ うに解釈しなければならない。

テキス トの用語が明瞭であるよ うなときは,そ の ことか らだけで もテキス ト

を字 句通 りに追 う必要はないわ けであって,む しろそれを適用す ることによっ

て 導かれる結果を考慮すべ きである。多数国間条約は辞書を手にして作成 され

る ものではなく,む しろそれは妥協の産物であ り,テ キス トのなかに使用 され

る表現には,そ のよ うな妥協の影響がみ られる ことが しばしばである。

常設国際司法裁判所は,ダ ンチ ッヒにお けるポーラン ドの郵便業務に関する

事件において,条 約の言葉はそれが普通に もっている意味で解釈すると不合理

な,ま た無意味な ものとなってし・ま うとい う場合のほかは,そ の言葉の もって
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い る普 通 の 意 味 で 解釈 すべ きで あると述べてい るが,現 在 に お いて は,こ の よ.

うな場合 の ほ か に,テ キス トの規 定 の 普通 に もつ意 味にお ける解釈が,聞 題 と

す る制 度 の 目的 また は国 際生活の新 しい諸条件 に反す る こと に な らな い場 合

には,と い うこと をつ け加 え る必 要 が あ る。

この点についてのひ とっの決定的 な論証 とし て事 情 不 変 更 約 款(laclause

rebussic 、stantibus)カ ∫あ る。 この 約款 に よれ ば,あ る条約 の締 結 当時 の 情 況.

が根 本 的 に変 化 した と きは,そ の 条 約 は無 効 とな る とい うの で あって,こ れ は

暗黙 の うち に久 し く認 め られて きてい る。最 近において この約款が国際法か ら

私法のなかへ移入 された ことかちみて も,こ の 約 款 の 正 し さは 疑 う 余 地 が な

い 。

事情変更の原則が認め らるべ き理由と同様 な理由か ら,条 約の明瞭な規定で

さえ も,国 際生活のなかにお きた変化のために,そ れを適用す ることが明 らか

に不当な結果を招 くよ うな ことになる場合には,ま たその適用がその制度の目.

的に反するよ うな結果になる場合には,そ の規定は無効とな るか,あ るいは国

際生活の変化に適合するよ うな解釈をうけいれ るか しなければな らないとい う

ことを認めるべ きである。 さもなければ書 かれ た テキ ス トと現実 との 間 に

深い くいちがいが生ずることにな る。そのよ うな ことは容認 しがたい ことであ.

る。

さらに解釈によって,あ る機構が,そ の機構設立の基礎 となっている条約テ

キス トにおいては認められていない権利を,そ の権利が同機構の性質および目

的に合致するものであるならば,認 めることがで きる。か くして国際連合が う・

けた損害の賠償に関する1949年4月11日 の勧告的意見のなかにおいて,国 際司.

法裁判所は,国 際連合の性質および目的か らみて,同 機構は単にその機構自身'

が うけた損害についてだけでな く,そ の機構の機能 を執行中の国連職員が うけ

た損害について も賠償を請求する権利を もってい ると宣言した。裁判所は,従'

って,憲 章中では明 らかに国際連合に付与 されていなかった ところの,そ して

伝統的国際法によれば国家だけに属 しているところの権利を国際連合に認めた

のである。裁判所 は このようにしてひ とつの権利を創設した。しかして裁判所

はそ うする能力を もっているのである。
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。 ま して や裁 判所 は,先 に指 摘 した よ うな環 境 が そ れ を要求す るときに は,権

利 を制 限 した り,ま た そ の権 利 に テキ ス トの字 句通 りの解釈か らはで て こない

他の効果 を 与え る能力 を もってい る。

C)例 外的 な場 合 を除 い ては,将 来 に お い て は条 約 一一そ れが曖 娠で あ ると

して も一一の 解釈,と くに国 際 機 構 に関 す る条 約 の 解釈 か ら議 事録 の検討 を排

除 しなければな らない。事実,議 事 録 は次 の よ うな理 由か ら次 第にその価 値 を

減 じて きてい る。a).そ こに は あ らゆ る種 類 の意 見 が み いだ され る。国 家,ま

た委 員会 で さえ ひ とつ の考 え を主 張 したの ちに他の意見 を採用す るた めに前の

考 え を放棄す る ことが行われ る。b)国 家 は条 約 に署 名 す る場 合 に,議 事 録 を

考 慮 し ない し,議 事 録 の 内客 を知 らない場 合 さえ しば しば ある。c)国 際 生 活

の 増大 す るデ.ナ ミス ムは,社 会生 活 の 新 しい諸 条 件 に テキ ス トがつねに調和

を保 つべ きで ある ことを要求 す る。

従 って,後 をふ りか え りなが ら,す なわ ち議 事録 を検 討 し なが らで はな く,.

前 を み なが ら,す なわ ろ 国 際生 活 の新 しい諸 条 件 を考慮 しなが ら条約の解釈,

と くに国 連憲 章 の解 釈 は な され なければ な らない。条約,テ キ ス トは ひ とた び

確 立 され る と個有 の生命 を獲得 す る。従 って条約 を作成 した人達の意図 をで は

な く,現 代生 活 の諸 要求 を考 慮 しつ つ,そ れ を解釈 して い か な け れ ば な らな

いも

D)条 約の解釈は不変であってはならない。関係事項 に重大 な変化がお こっ

たならば,そ の解釈は変え られなければならない。

条約の解釈に関して以上のよ うな考察 を行ったのちにアルヴ ァレスは次の

よ うにい う。解釈によって,国 連憲章をふ くむ条約のなかに多かれ少 なかれ重

要な変更を もたらす ことがで きる。 この ことは条約は不動であると信 じている

人達を驚かすか もしれないが,し かしそれ らの変更は国際生活のディナ ミスム

の当然の結果である。不合理な結果を招 くことがあって もあ くまで もテキス ト

の不動的維持 の立場 を とるべ きか,そ れ と も必 要 な らば テキ ス トの変更 を認 め

る立場 を とるべ きか。との二者択一一において もはや なん ら迷 うこ とはない。
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以上述べたよ うな国家の権利制限の理論,権 利濫用の理論,お よび条約解釈

の新 しい理論を,国 際司法裁判所がその判決または勧告的意見を通 して確立す

ることがで きたな らば,裁 判所は国際法および平和の原因に大 きな寄与をす る

ことになろ うと述べている。

提起 された問題 との関連において,ア ルヴ ァレスは以上のよ うにその新国

際法的主張を展開 しているのであるが,こ のような観点か らして裁判所の意見

には賛成することがで きない とい う。裁判所の意見は,あ る国の加入を安全保

障理事会が勧告しない理由の間に区別を設けていない。また裁判所 は安全保障

理 事会の勧告があったか どうか とい うことだけを考慮すべ きであると考へてい

る。このよ うな意見には同意で きない。

また裁判所は,も し も安全保障理事会が総会に勧告をしなかったならば,

総会は安全保障理事会に対 していかなる行動 もとりえない と考えている。従っ

ていずれにして も総会は消極的な役割しか もたない とい うことになる。このよ

うな裁判所の見方に も反対 し,総 会の役割は,新 メンバーの加入の決定を下す

の は総会であるとい う理由か ら,む しろ積極的な もの とみるべ きで あると主張

してい る。

裁判所の意見に対 するこのよ うな批判につづいて,彼 の反対意見の結論が

述 べ られ る。

ノ

まず憲章第4条2項 によれば,総 会は同条項に示 されてい る諸条件をそな

えている国の加入を決定するのであるが,そ の場合に安全保障理事会の勧告が

あった とい うことが必要 とされてい る。この場合に二つの事態が考え られ る。

第一 は候補国が安全保障理事会において所要票数をえ られ なかった とい う場合

で あ り,こ の場合にその国の加入は総会に勧告されない。これは国際司法裁判

所 の裁判官の選挙の場合 と同じよ うに考えられ る。第二は候補国が安全保障理

事会において所要票数はえられたが,一 常任理事国が反対 した,す なわち拒否

権 を行使 した とい う場合である。 とくに問題 としなければならないのはこの場

合 である。しかして このよ うな事態に際しては,総 会はその拒否権を鑑定する
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こ とが で きる,と アル ヴ ァレス は い う。

拒 否権 に関 しては次の よ うに述べ てい る。拒否権 は国連憲章第27条3項 に

よ っ て規 定 され てい るが,も し も第5,6,7,8章 の 規 定 を吟味 す るな らば,こ の

権 利 は世界 の平 和 と安全 の維 持に関す る事項だ けに認 め られ てい る ものであ る

とい うことがわか る。第24条 は,国 連 加 盟 国 は国際 の平 和 お よび 安全の維持に

.劉 す る主 要 な責 任 を安全 保 障理 事 会に負わせ ると宣言 してい る。 か くしてナポ

レオ ン戦争後 につ くられた 「ヨー ロ ッパ執政府 」(Directoireeurop6en)と 同

様 な ものが,世 界的 規 模 に おい て ほぼ確 立 され た。 この よ うな体制 の創設 は,

粉 争 の場 合 に大 国 が主 要 な役 割 を演 ず るこ とに なるので,極 め て推 賞 すべ き も

の で あ り,ま た 正 当 な もの で あ る。 安全 保 障理事会 は, ,平 和 と安 全 に関 す る事

項 と同程 度 に重要 な事項 については,も し も一 大 国が 反対 す るな らば決定 を下

す こ とは不可能 で あろ う,と い う こ とは充分 に理 解 で き る。何 となれ ば,も し

もそ の よ うな決 定が な され た とすれば,そ の大 国 は 自己 の 意 志 に反 して,と ら

るべ き措 置 に 参加 す る こ とを余儀 な くされ るこ とに な り,し か して その よ うな

こ とは非 常 に危険 な こ とだか らで あ る。

しか しなが ら拒否権 の行使は,そ の正 当 な限界 内 にた もたれ な ければ な ら

ない。'この 権 利 を規定 し た第27条 の字 句 は,そ れ だ け を孤 立 してみ るな らば明

瞭 で ある。 しか し もし も国際連合の性質 および目的にて らして考 え合 わせ てみ

るな らば,も は や決 し て明瞭 で は な い。

拒否権は安全保障理事会が行動し うるすべての場合に自由に行使 しうるも

の であると決 めることは,平 和および安全の維持に関す る事項以外の事項 にお

いてさえ,大 国一国だけの意志をもって安全保障理事会および総会の他のすべ

てのメンバーの意志を挫折 させ ることがで きる,と い うことを決めることにな

るであろ う。 しかしてそれは国際連合を無力化す るものである。

国際連合の性質および目的にて らして,拒 否権の自由な行使は認め ること

がで きない とアルヴァレスは解しているのであるが,さ らに拒否権および安全

裸 障理事会 と総会 との関係について次のように述べている。

か りに,新 メンバーの加入の勧告に関して も,安 全保障理事会の常任理事

姻 は拒否権を自由に行使し うるとい うことが認め られ るとして も,総 会はこの

9
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権利の濫用があったか どうかを決定す ることがで き,濫 用があった場合にぱ,

総会は安全保障理事会の勧告なしに加入を処理す ることがで きる。 、

拒否権の行使を鑑定しうるのは安全保障理事会だけであるとい う意見があ

るが,こ れには賛成で きない。総会は,あ る加入申請国をいかなる理由のため

に勧告しなかったかを,安 全保障理事会に問合わせ る権利を もっているだけで

な く,ま た拒否権の濫用の有無を鑑定する権利をもってい る。

憲章第10条 および第11条 によれば,総 会は安全保障理事会に対 し勧告をす

ることがで きる。ましてや総会は,そ うすることが適当であると考え られ る場

合には,安 全保障理事会に注意 を与えることがで きる。総会が このよ うな権秘

を明示的に与え られてい るとい うことは必要ではない。何故 ならこの権利は総

会の もつ権限の当然の結果だか らである。

結論 は以上 の とお りで あ るが,最 後 に この よ うな解 決 が 国 連 憲 章の精神 に

も,ま た常 識 に も同時 に一 致 す る として,反 対 意 見 を次 の よ うに結 んで い る。

この解決 は国連憲章の精神 に一致す る。国連憲章 によれば,国 際連 合 は世

界 的使 命 を もっ てい る。従 って第4条 に規 定 され て い る条 件 を みtcし て い る と

ころ の 国 際社 会 のす べ て の メ ンバ ーは,国 際連 合 への 加 入 を承 認 さ るべ きで あ

る。 これ らの国々は加入 を承 認 さるべ き権利 を もってい る。

また この解決 は常識 に も一致 してい る。何故 な ら,も し も拒 否 権 は 自由 に

行 使 され うる もので あ るとい うこ とを認 めたな らば,あ る国 の候 補 国 た る資 格

が,一 国 を除 く安全 保 障理 事 会 の す べての理事 国によ り,ま た総 会 の すべ ての

メ ンバ ーに よ り認 め られ た として も,そ の 国 はた っ た一 国 の 反対 に よって国際

連合への加入が承認 され ない とい うことが お こ りうるで あろ う。か くしてたっ

た一票が 国際連 合の他のすべ ての加盟 国の票 を打破 るこ とに な るだ ろ う。 これ

ほ どナ ンセンスなこ とはない。 雀




